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１ はじめ１．はじめに
近年、交通（運輸）・民生（家庭・業務）部門のCO2排出量を削減するための方策が求められている。一方で、長期的には人口の減少が予想されており、現在の
ネ ギ シ テムの前提 ある都市 ト クの配置 それを結ぶ交通シ テムの在り方が大きく変わる とが予想される 本研究は のような社会環境の変化エネルギーシステムの前提である都市ストックの配置、それを結ぶ交通システムの在り方が大きく変わることが予想される。本研究はこのような社会環境の変化
を契機としてCO 排出量 化石燃料使用の削減に寄与する転換方策を検討することを目的とする 人口減少のような都市全体での変化を考える場合 単一部門を契機としてCO2排出量、化石燃料使用の削減に寄与する転換方策を検討することを目的とする。人口減少のような都市全体での変化を考える場合、単一部門
での評価ではなく、関連する3つの部門を統合した評価の枠組みが必要である。そこで本研究では、まず大阪市交通部門のCO2排出量を推計する交通部門エネでの評価ではなく、関連する3つの部門を統合した評価の枠組みが必要である。そこで本研究では、まず大阪市交通部門のCO2排出量を推計する交通部門エネ
ルギー需要モデルを開発し、CO2削減手法の評価を行った。次に、大阪市と豊中市を対象に2030年までの人口減少に伴うエネルギー消費、CO2排出の削減量を2 2

推計し、都市において減少する建物の場所やエネルギー性能の違いがCO2排出の減少量に与える影響について定量的に示した。

３ 人口減少局面におけるCO 排出削減量の評価２ 大阪市交通部門のCO 排出削減対策の評価 ３． 人口減少局面におけるCO2排出削減量の評価２． 大阪市交通部門のCO2排出削減対策の評価
都心部である大阪市と 都心から少し離れた郊外の豊中市を対象として 2030平成12年京阪神都市圏パ ソントリップ調査より得られるトリップ数と所要 都心部である大阪市と、都心から少し離れた郊外の豊中市を対象として、2030
年までの人口の減少量の推計値から交通量 世帯数 業務建築床面積の減少量

平成12年京阪神都市圏パーソントリップ調査より得られるトリップ数と所要
時間からCO2排出量を推計するモデルを構築した。このモデルにおいて代表 年までの人口の減少量の推計値から交通量、世帯数、業務建築床面積の減少量

を推計し、交通・民生部門のCO2排出の減少量の計算を行った。それにより人口の
時間からCO2排出量を推計するモデルを構築した。このモデルにおいて代表
交通手段別のCO2排出係数やトリップ数、交通手段比率を変更することでCO2 2

減少に合わせて、エネルギー効率の低い建物ストックを選択して削減することの
CO 削減効果を定量化した

2 2

削減手法を表現し、対策の導入によって得られるCO2削減効果を推計した。

交通部門CO2排出量推計方法
CO2削減効果を定量化した。
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